
産業廃棄物最終処分場の残存容量等について 

  〔産業廃棄物行政組織等調査（平成16年 4月 1日現在）による〕 

 

（１） 最終処分場の残存容量（平成16年 4月 1日現在） 

最終処分場の残存容量は約１８，４１８万ｍ３であり、前年度から約２４０万ｍ３（約 1％）増加した。 

 

表２－１ 最終処分場の残存容量（平成 16 年 4 月 1 日現在） 

(単位:ｍ3) 

最 終 処 分 場 残 存 容 量 

遮 断 型 処 分 場 
３１，１８８ 

（２８，８２７） 

安定型処分場  総 数 
６９，１０２，７１８ 

（７３，０８９，６６７） 

 総 数 
１１５，０４４，４７６ 

（１０８，６６３，４５９ ） 
管理型処分場 

 
うち海面埋立

４３，３０３，４１６ 

（４０，９００，２１０） 

計 
１８４，１７８，３８２ 

（１８１，７８１，９５３） 
注) １．法第１５条第１項の許可を受けた施設である。 

２．｢海面埋立」は、総数のうちの海面埋立分の内数とする。 

３．( ）は、前年度の調査結果である。 

 

（２） 最終処分場の残余年数（平成16年 4月 1日現在） 

平成１５年度の最終処分量及び平成１６年４月１日現在の最終処分場の残存容量から最終処分場の残余年

数を推計すると、全国では６．１年であるが、首都圏では２．３年と前年度と同様に厳しい状況にある。 

 

表２－２ 産業廃棄物の最終処分場の残存容量と残余年数（平成16年 4月 1日現在） 

区 分 
最終処分量 

（万ｔ） 

残存容量 

（万ｍ３） 

残余年数 

（年） 

全 国 
３，０００ 

（４，０００） 

１８，４１８ 

（１８，１７８） 

６．１ 

（４．５） 

首都圏 
８０７ 

（１，１０４） 

１，８７８ 

（１，８３８） 

２．３ 

(１．７) 

近畿圏 
４３２ 

（５２８） 

１，８３９ 

（１，９０１） 

４．３ 

（３．６） 
注) １．首都圏とは、茨城県・栃木県・群馬県・埼玉県・千葉県・東京都・神奈川県・山梨県をいう。 

近畿圏とは、三重県・滋賀県・京都府・大阪府・兵庫県・奈良県・和歌山県をいう。 
２．首都圏、近畿圏の産業廃棄物の最終処分量は3,000万ｔ×26.9％（首都圏）、14.4％（近畿圏） 

(平成15年度排出量の比率）とした。 

３．残余年数＝残存容量／最終処分量とする。（ｔと㎥の換算比を１とする） 

４．( ）内は、前年度の調査結果である。 

 



 

（３）最終処分場の残余年数等の推移 

図２－１　最終処分量

5,800

3,000

4,000
4,2004,500

5,000

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

Ｈ10 Ｈ11 Ｈ12 Ｈ13 H14 H15

年度末

最

終

処

分

量

（万t）

  

図２－２　最終処分場の残余容量
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図２－３　最終処分場の新規許可施設数
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図２－４　残余年数
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